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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基地局を複数有し、前記基地局のそれぞれが、それぞれ単一のセルを形成し、前記基地
局は、前記基地局のセル中央部においてはシステムで規定された全周波数帯域を使用し、
前記基地局のセル端部においては前記全周波数帯域を複数に分割して得られる分割帯域を
使用しており、所定の基地局が、前記所定の基地局のセル端部において、前記所定の基地
局に隣接する他の基地局のセル端部における分割帯域と異なる分割帯域を使用する無線通
信システムであって、
　前記所定の基地局に隣接する少なくとも一つの他の基地局の障害が発生した場合、前記
障害が発生した障害基地局のセル端部における分割帯域である障害発生分割帯域と同一の
帯域について、前記所定の基地局の送信出力を、通信障害による通信確保のための障害対
策用出力レベルに上昇させるように制御する制御部を有し、
　前記制御部は、障害発生用の情報に基づいて、前記障害基地局のサービスエリアを確保
する方向である障害対策用方向へ指向性送信を行わせるように制御を行うことを特徴とす
る無線通信システム。
【請求項２】
　前記複数の基地局は、通信回線を介して互いに接続され、
　前記所定の基地局は、前記制御部を有し、
　前記制御部は、前記障害基地局において障害が発生したことを検出して、前記障害発生
分割帯域の送信出力を前記障害対策用出力レベルに上昇させることを特徴とする請求項１



(2) JP 5576192 B2 2014.8.20

10

20

30

40

50

に記載の無線通信システム。
【請求項３】
　前記複数の基地局は、通信回線を介して互いに接続され、
　前記所定の基地局は、
　前記制御部と、
　前記他の基地局に関連して、障害発生時に参照する前記障害発生分割帯域と前記障害対
策用出力レベルとを記憶するパラメータ記憶手段と、
を有し、
　前記制御部は、前記障害基地局において障害が発生したことを検出して、前記パラメー
タ記憶手段から、前記障害基地局に関連する前記障害発生分割帯域および前記障害対策用
出力レベルを読み出して設定することを特徴とする請求項１又は２に記載の無線通信シス
テム。
【請求項４】
　前記複数の基地局は、通信回線を介して互いに接続され、
　前記所定の基地局は、
　前記制御部と、
　前記他の基地局に関連して、障害発生時に参照する前記障害発生分割帯域と前記障害対
策用出力レベルと前記障害対策用方向とを記憶するパラメータ記憶手段と、
を有し、
　前記制御部は、前記障害基地局において障害が発生したことを検出して、前記パラメー
タ記憶手段から、前記障害基地局に関連する前記障害発生分割帯域、前記障害対策用出力
レベルおよび前記障害対策用方向を読み出して設定することを特徴とする請求項１に記載
の無線通信システム。
【請求項５】
　前記複数の基地局を制御する上位制御装置をさらに設け、
　前記上位制御装置は、
　前記制御部と、
　前記他の基地局に関連して、少なくとも、障害発生時に参照する前記所定の基地局の情
報を記憶する障害対策基地局情報記憶手段と、
を備え、
　前記制御部は、前記所定の基地局に隣接する少なくとも一つの他の基地局の障害の発生
を検出して、前記障害が発生した障害基地局を特定した後に、該障害基地局の情報から前
記障害対策基地局情報記憶手段に基づいて該所定の基地局を特定して、前記障害発生分割
帯域と同一の帯域について、前記所定の基地局の送信出力を、前記障害対策用出力レベル
に上昇させるように制御することを特徴とする請求項１に記載の無線通信システム。
【請求項６】
　前記制御部は、前記障害基地局において障害が解消したことを検出した場合、少なくと
も、前記送信出力を元に戻させることを特徴とする請求項１から５のいずれか一つに記載
の無線通信システム。
【請求項７】
　単一のセルを形成し、セル中央部においてはシステムで規定された全周波数帯域を使用
し、セル端部においては前記全周波数帯域を複数に分割して得られる分割帯域を使用して
おり、セル端部において、隣接する他の基地局のセル端部における分割帯域と異なる分割
帯域を使用する基地局であって、
　自基地局に隣接する少なくとも一つの他の基地局の障害が発生した場合、前記障害が発
生した障害基地局のセル端部における分割帯域である障害発生分割帯域と同一の帯域につ
いて、前記自基地局の送信出力を、通信障害による通信確保のための障害対策用出力レベ
ルに上昇させるように制御する制御部を有し、
　前記制御部は、障害発生用の情報に基づいて、前記障害基地局のサービスエリアを確保
する方向である障害対策用方向へ指向性送信を行わせるように制御を行うことを特徴とす
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る基地局。
【請求項８】
　基地局を複数有し、前記基地局のそれぞれが、それぞれ単一のセルを形成し、前記基地
局は、前記基地局のセル中央部においてはシステムで規定された全周波数帯域を使用し、
前記基地局のセル端部においては前記全周波数帯域を複数に分割して得られる分割帯域を
使用しており、所定の基地局が、前記所定の基地局のセル端部において、前記所定の基地
局に隣接する他の基地局のセル端部における分割帯域と異なる分割帯域を使用する無線通
信システムにおける通信制御方法であって、
　前記所定の基地局に隣接する少なくとも一つの他の基地局の障害が発生した場合、前記
障害が発生した障害基地局のセル端部における分割帯域である障害発生分割帯域と同一の
帯域について、前記所定の基地局の送信出力を、通信障害による通信確保のための障害対
策用出力レベルに上昇させ、
　障害発生用の情報に基づいて、前記障害基地局のサービスエリアを確保する方向である
障害対策用方向へ指向性送信を行わせるように制御を行うことを特徴とする通信制御方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＦＦＲ（Fractional Frequency Reuse）の技術が用いられる無線通信システ
ム、基地局および通信制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、各基地局が同じ周波数帯域を利用する無線通信システムでは、隣接セルの境
界付近において電波干渉が発生しやすく、通信品質の劣化を招くことが知られている。特
に、近年では、ＯＦＤＭ（Orthogonal Frequency Division Multiplexing）を利用したＷ
ｉＭＡＸ（Worldwide Interoperability for Microwave Access）やＬＴＥ（Long Term E
volution）等の次世代高速通信規格を採用する無線通信システムの構築に当って、上記の
隣接セル間における電波干渉が問題視されており、これを回避するためにＦＦＲの技術の
導入が検討されている。
【０００３】
　ＦＦＲとは、電波干渉の少ないセル中央部（基地局近傍部）ではシステムで規定されて
いる周波数帯域の全帯域を使用し、電波干渉の多いセル端部（セル境界付近）では周波数
帯域を複数に分割して得られる分割帯域の内、隣接セルとは異なる分割帯域を使用するこ
とにより、セル間干渉の低減及び通信品質の向上を図る技術である（下記特許文献１を参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－０２１７８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記のようなＦＦＲ技術を導入する場合、セル間干渉の低減及び通信品質の向上を図る
ことが可能であるが、その一方で、基地局の障害が発生すると、一定の通信不能領域（障
害が発生した基地局の担当セルに相当する領域）を生じさせてしまうという問題があった
。
【０００６】
　このような問題に対し、基地局の障害発生時において、監視センタ等にて、障害発生の
アラームを検出した後に、操作者によって、周辺基地局を検索し、対象となる周辺基地局
の、例えば、送信レベルを大きくするような設定値を変更する処理を行うことにより、一
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時的に通信エリアを確保するといった障害時の通信確保処理を行っている。しかしながら
、上記のように、障害時の通信確保処理のためには、周辺基地局の検索および該周辺基地
局の設定値の変更といった処理を、該周辺基地局とその他基地局との電波干渉を回避しつ
つ、該周辺基地局の周波数利用率の低下をも回避しつつ行う必要があるため、上記のよう
な障害時の通信確保処理のために時間を要するという問題があった。
【０００７】
　そこで、本発明は、所定の基地局が、他の基地局の障害発生時に、該他の基地局の通信
エリアを確保する制御を行う際に、該所定の基地局周辺での電波干渉および周波数利用率
の低下を回避しつつ、通信確保処理の期間を最小限に抑えることが可能な無線通信システ
ム、基地局および通信制御方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を解決するために、本発明は以下のような特徴を有している。まず、本発
明の第１の特徴は、基地局を複数有し、前記基地局のそれぞれが、それぞれ単一のセルを
形成し、前記基地局は、前記基地局のセル中央部においてはシステムで規定された全周波
数帯域を使用し、前記基地局のセル端部においては前記全周波数帯域を複数に分割して得
られる分割帯域を使用しており、所定の基地局が、前記所定の基地局のセル端部において
、前記所定の基地局に隣接する他の基地局のセル端部における分割帯域と異なる分割帯域
を使用する無線通信システムであって、前記所定の基地局（基地局１５－Ａ）に隣接する
少なくとも一つの他の基地局（基地局１０－Ｂ）に障害が発生した場合、前記障害が発生
した障害基地局のセル端部における分割帯域である障害発生分割帯域と同一の帯域（分割
帯域Ｂ）について、前記所定の基地局の送信出力を、通信障害による通信確保のための障
害対策用出力レベル（設定出力値、基地局１５－Ａにおいては、基地局１０－Ｂの障害対
策の値として、２０ｄＢｍ）に上昇させるように制御する制御部（ＢＢＵ（Base Band Un
it）４１）を有し、前記制御部は、障害発生用の情報に基づいて、前記障害基地局のサー
ビスエリアを確保する方向である障害対策用方向へ指向性送信を行わせるように制御を行
うことを要旨とする。
【０００９】
　このような無線通信システムによれば、制御部は、所定の基地局に隣接する他の基地局
の障害が発生した場合、該他の基地局のセル端部において使用されていた分割帯域と同一
の障害発生分割帯域について、該所定の基地局の送信出力を障害対策用出力レベルに上昇
させる。このため、他の基地局の障害発生時に、隣接する所定の基地局が、該他の基地局
にセル端部で使用されていた分割帯域と同一の帯域による送信を、該所定の基地局に隣接
する基地局周辺での電波干渉を回避しつつ、該他の基地局に代わって自動的に行うことが
できる。
【００１０】
　したがって、上記の特徴に係る無線通信システムによれば、基地局の障害発生時におい
て、障害が起きた基地局に隣接する基地局に、該基地局における周辺の基地局との電波干
渉を回避しながら、通信確保処理を、迅速に行わせることが可能となる。
【００１１】
　また、基地局の障害発生時において、障害が起きた基地局に隣接する基地局に、隣接す
る基地局間での干渉を避け、かつ、隣接する基地局で使用している分割帯域の周波数利用
率の低下を回避しつつ、通信確保処理を行わせることができる。
【００１３】
　本発明の第２の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記複数の基地局は、通信回線（
Ｘ２インターフェイスＮ２）を介して互いに接続され、前記所定の基地局は、前記制御部
を有し、前記制御部は、前記障害基地局において障害が発生したことを検出して、前記障
害発生分割帯域の送信出力を前記障害対策用出力レベルに上昇させることを要旨とする。
【００１４】
　本発明の第３の特徴は、本発明の第１又は第２の特徴に係り、前記複数の基地局は、通
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信回線を介して互いに接続され、前記所定の基地局は、前記制御部と、前記他の基地局に
関連して、障害発生時に参照する前記障害発生分割帯域と前記障害対策用出力レベルとを
記憶するパラメータ記憶手段（障害発生時パラメータリスト４１３ａ）とを有し、前記制
御部は、前記障害基地局において障害が発生したことを検出して、前記パラメータ記憶手
段から、前記障害基地局に関連する前記障害発生分割帯域および前記障害対策用出力レベ
ルを読み出して設定することを要旨とする。
【００１５】
　本発明の第４の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記複数の基地局は、通信回線を
介して互いに接続され、前記所定の基地局は、前記制御部と、前記他の基地局に関連して
、障害発生時に参照する前記障害発生分割帯域と前記障害対策用出力レベルと前記障害対
策用方向とを記憶するパラメータ記憶手段とを有し、前記制御部は、前記障害基地局にお
いて障害が発生したことを検出して、前記パラメータ記憶手段から、前記障害基地局に関
連する前記障害発生分割帯域、前記障害対策用出力レベルおよび前記障害対策用方向を読
み出して設定することを要旨とする。
【００１６】
　本発明の第５の特徴は、本発明の第１の特徴に係り、前記複数の基地局を制御する上位
制御装置（上位制御装置ＭＭＥ（Mobility Management Entity）５１）をさらに設け、前
記上位制御装置は、前記制御部と、前記他の基地局に関連して、少なくとも、障害発生時
に参照する前記所定の基地局の情報を記憶する障害対策基地局情報記憶手段（障害対策基
地局情報記憶部）とを備え、前記制御部は、前記所定の基地局に隣接する少なくとも一つ
の他の基地局の障害の発生を検出して、前記障害が発生した障害基地局を特定した後に、
該障害基地局の情報から前記障害対策基地局情報記憶手段に基づいて該所定の基地局を特
定して、前記障害発生分割帯域と同一の帯域について、前記所定の基地局の送信出力を、
前記障害対策用出力レベルに上昇させるように制御することを要旨とする。
【００１７】
　このような無線通信システムによれば、基地局が上位制御装置の一括管理によって他の
基地局の障害発生時に、通信確保の処理を行うことができる。
【００１８】
　本発明の第６の特徴は、本発明の第１から第５のいずれか一つの特徴に係り、前記制御
部は、前記障害基地局において障害が解消したことを検出した場合、少なくとも、前記送
信出力を元に戻させることを要旨とする。
【００１９】
　本発明の第７の特徴は、単一のセルを形成し、セル中央部においてはシステムで規定さ
れた全周波数帯域を使用し、セル端部においては前記全周波数帯域を複数に分割して得ら
れる分割帯域を使用しており、セル端部において、隣接する他の基地局のセル端部におけ
る分割帯域と異なる分割帯域を使用する基地局であって、自基地局に隣接する少なくとも
一つの他の基地局の障害が発生した場合、前記障害が発生した障害基地局のセル端部にお
ける分割帯域である障害発生分割帯域と同一の帯域について、前記自基地局の送信出力を
、通信障害による通信確保のための障害対策用出力レベルに上昇させるように制御する制
御部を有し、前記制御部は、障害発生用の情報に基づいて、前記障害基地局のサービスエ
リアを確保する方向である障害対策用方向へ指向性送信を行わせるように制御を行うこと
を要旨とする。
【００２０】
　本発明の第８の特徴は、基地局を複数有し、前記基地局のそれぞれが、それぞれ単一の
セルを形成し、前記基地局は、前記基地局のセル中央部においてはシステムで規定された
全周波数帯域を使用し、前記基地局のセル端部においては前記全周波数帯域を複数に分割
して得られる分割帯域を使用しており、所定の基地局が、前記所定の基地局のセル端部に
おいて、前記所定の基地局に隣接する他の基地局のセル端部における分割帯域と異なる分
割帯域を使用する無線通信システムにおける通信制御方法であって、前記所定の基地局に
隣接する少なくとも一つの他の基地局の障害が発生した場合、前記障害が発生した障害基
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地局のセル端部における分割帯域である障害発生分割帯域と同一の帯域について、前記所
定の基地局の送信出力を、通信障害による通信確保のための障害対策用出力レベルに上昇
させ、障害発生用の情報に基づいて、前記障害基地局のサービスエリアを確保する方向で
ある障害対策用方向へ指向性送信を行わせるように制御を行うことを要旨とする。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、所定の基地局が、他の基地局の障害発生時に、該他の基地局の通信エ
リアを確保する制御を行う際に、該所定の基地局周辺での電波干渉および周波数利用率の
低下を回避しつつ、通信確保処理の期間を最小限に抑えることが可能な無線通信システム
、基地局および通信制御方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】ＬＴＥ技術に基づく無線通信システム３１のセル配置を示す図である。
【図２】無線通信システム３１を構成するマクロセルとして、一の基地局及び該一の基地
局によって形成されるセルを示した図である。
【図３】図２に示す無線基地局の具体的な構成を示す図である。
【図４】図２に示す無線基地局をＳ１インターフェイスＮ１によって、上位制御装置ＭＭ
Ｅ５１を介して、相互接続したシステムを示す図である。
【図５】図２に示す無線基地局をＸ２インターフェイスによって、直接、相互接続したシ
ステムを示す図である。
【図６】本発明における、基地局の障害発生時及び障害復旧時の処理を示すフローチャー
トである。
【図７】障害発生時パラメータリストを示す図である。
【図８】本発明における無線通信システム３１において、基地局Ｂ－１０の障害発生時の
、各基地局の送信出力設定を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態を説明する。具体的には、（１）無線通信シ
ステムの概略構成、（２）無線基地局及びそれらの接続関係、（３）無線基地局の障害時
の通信確保処理、（４）実施形態の効果について説明する。以下の実施形態における図面
において、同一又は類似の部分には同一又は類似の符号を付す。
【００２４】
　（１）無線通信システムの概略構成
　図１（ａ）には、本実施形態における、ＬＴＥ技術に基づく無線通信システム３１のセ
ル配置を示す。この図１（ａ）に示す無線通信システム３１は、セル形状を正六角形に見
立てて、電波干渉の少ないセル中央部ではシステムで規定されている全周波数帯域（Ａ＋
Ｂ＋Ｃ）を使用し、電波干渉の多いセル端部では、該全周波数帯域（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）を３分
割して得られる分割帯域Ａ、Ｂ、Ｃの内、隣接セルのセル端部で使用している分割帯域と
は異なる分割帯域を使用することにより、セル間干渉の低減及び通信品質の向上を図って
いる。ここで、各セルの中心位置には基地局が設置されており、各基地局には、例えば、
基地局１－Ａ、２－Ｂ、３－Ｃといった符号を付す。なお、上記の「システムで規定され
ている全周波数帯域」とは、例えば、ＬＴＥのＦＤＤ(Frequency Division Duplex)モー
ドにおいては下りの周波数帯域であるとし、また、ＬＴＥのTＤＤ(Time Division Duplex
)モードにおいては、下りおよび上りの周波数帯域であるとする。
【００２５】
　次に、図１(ａ)に示したセル配置における、各セルの使用周波数帯域の分布状態と、各
セルを形成する基地局の使用周波数帯域および送信出力について説明する。
例えば、図１（ｂ）に、基地局１－Ａ、６－Ａ、９－Ａ、１２－Ａ、１５－Ａ、１７－Ａ
が形成するセルの使用周波数帯域及び分布状態を示し、図１（ｃ）に、上記の基地局の使
用周波数帯域及び使用周波数帯域及び送信出力を示す。図１（ｃ）において、縦軸は周波
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数を示し、横軸は出力値を示す。また、図１（ｃ）において、分割帯域Ａの出力値を実線
で示し、分割帯域Ｂの出力値を一点鎖線で示し、分割帯域Ｃの出力値を二点鎖線で示す。
この図１（ｃ）に示すように、上述した全周波数帯域の一部をなす分割帯域Ａの送信出力
が他の分割帯域Ｂ、Ｃの送信出力に比して高レベルとされているため、該分割帯域Ａの送
信出力が、他の分割帯域Ｂ、Ｃの送信出力よりも基地局から離れた地点にも到達すること
になる。そのため、上記の基地局は、図１（ｂ）に示すような、使用周波数帯域及び分布
状態を示すセルを形成することになる。
【００２６】
　また、図１（ｄ）に、基地局２－Ｂ、４－Ｂ、７－Ｂ、１０－Ｂ、１３－Ｂ、１６－Ｂ
、１８－Ｂが形成するセルの使用周波数帯域及び分布状態を示し、図１（ｅ）に、上記の
基地局の使用周波数帯域及び使用周波数帯域及び送信出力を示す。この図１（ｅ）に示す
ように、分割帯域Ｂの送信出力が他の分割帯域Ａ、Ｃの送信出力に比して高レベルとされ
ているため、該分割帯域Ｂの送信出力が、他の分割帯域Ａ、Ｃの送信出力よりも基地局か
ら離れた地点にも到達することになる。そのため、上記の基地局は、図１（ｄ）に示すよ
うな、使用周波数帯域及び分布状態を示すセルを形成することになる。
【００２７】
　また、図１（ｆ）に、基地局３－Ｃ、５－Ｃ、８－Ｃ、１１－Ｃ、１４－Ｃ、１９－Ｃ
が形成するセルの使用周波数帯域及び分布状態を示し、図１（ｇ）に、上記の基地局の使
用周波数帯域及び使用周波数帯域及び送信出力を示す。この図１（ｇ）に示すように、分
割帯域Ｃの送信出力が他の分割帯域Ａ、Ｂの送信出力に比して高レベルとされているため
、該分割帯域Ｃの送信出力が、他の分割帯域Ａ、Ｂの送信出力よりも基地局から離れた地
点にも到達することになる。そのため、上記の基地局は、図１（ｆ）に示すような、使用
周波数帯域及び分布状態を示すセルを形成することになる。
【００２８】
　ここで、各セル端部における分割帯域の送信レベルは、他のセルのセル中央部と重なら
ないような値に設定される。
【００２９】
　本実施形態は、後述するように、所定の基地局と該所定の基地局に隣接する他の基地局
から構成される通信システムにおいて、該他の基地局に障害が発生したときに、該他の基
地局に隣接する所定の基地局が、該他の基地局がセル端部用として使用していた周波数帯
域と同一の帯域について、該所定の基地局の送信出力を、該所定基地局の周辺の基地局と
電波干渉を引き起こさないような出力レベルに上昇させる。これによって、該所定の基地
局が、周辺での電波干渉を引き起こすことなく、周波数利用率の低下をも引き起こすこと
なく、迅速に、該他の基地局のサービスエリアを確保する制御を行う。
【００３０】
　（２）無線基地局及びそれらの接続関係
　図２（ａ）は、無線通信システム３１を構成するセルであって、一の基地局及び該一の
基地局が形成するセルを示した図である。該一の基地局は、中央部では全周波数帯域（Ａ
＋Ｂ＋Ｃ）を使用し、端部では該全周波数帯域（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）を分割した分割帯域Ａ～Ｃ
の内の、特定の分割帯域（Ａ、Ｂ、Ｃのいずれか一つ）を使用するようなセルを形成する
。また、該一の基地局は、異なる３方向へ指向性送信を行う機能を有しており、各方向へ
の指向性送信機能をセクタ１～３という。なお、　図２（ａ）においては、基地局１０－
Ｂ及び該基地局１０－Ｂが形成するセルを例示しており、他の基地局においても、分割帯
域が適宜異なるのみであって基本的には同一の構成である。
【００３１】
　図３は、図２に示す無線基地局の具体的な構成を示す図である。無線基地局（ｅＮＢ）
は、ＢＢＵ４１と、異なる３方向の内の、一の方向に対する送受信を行う無線制御部（セ
クタ１）４２と、他の方向に対する送受信を行う無線制御部（セクタ２）４３と、さらに
他の方向に対する送受信を行う無線制御部（セクタ３）４４とから構成される。無線制御
部（セクタ１）４２、無線制御部（セクタ２）４３、無線制御部（セクタ３）４４は、ア
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ンテナから高周波送信出力を送信する送信部と該送信部の出力を制御する送信制御部を有
し、ＢＢＵ４１の制御によって指示された送信出力レベル等に基づいてアンテナから高周
波送信出力を送信する。
【００３２】
　ＢＢＵ４１は、基地局相互間を直接、若しくは後述する上位制御装置ＭＭＥ５１を介し
て、接続することにより、基地局の相互制御を行う回線制御部４１１と、無線制御部（セ
クタ１）４２、無線制御部（セクタ２）４３、無線制御部（セクタ３）４４の送信出力レ
ベルの制御等を行う主制御部４１２と、無線制御部の制御に用いる設定値を管理する管理
データ部４１３とから構成される。
【００３３】
　管理データ部４１３は、例えば、フラッシュメモリやＨＤＤ（Hard　Disk　Drive）等
の記憶デバイスであり、後述するように、隣接する全ての基地局について、該基地局に障
害が起きた場合に通信を確保するために、自基地局が使用する使用周波数帯や送信出力等
のパラメータを格納する、後述の障害発生時パラメータリスト４１３ａを記憶する。
【００３４】
　図４は、図２に示す無線基地局をＳ１インターフェイスによって、相互接続したシステ
ムを示す図である。図４に示すシステムは、複数の無線基地局を集約し制御する上位制御
装置ＭＭＥ５１に、基地局９－Ａ、１０－Ｂ、１１－Ｃを、Ｓ１と呼ばれるインターフェ
イスＮ１（以下、Ｓ１インターフェイスＮ１という。）を介して、接続して構成されてい
る。ここで、基地局９－Ａは、ＢＢＵ４１ａと、無線制御部（セクタ１）４２ａと、無線
制御部（セクタ２）４３ａと、無線制御部（セクタ３）４４ａとから構成される。また、
基地局１０－Ｂは、ＢＢＵ４１ｂと、無線制御部（セクタ１）４２ｂと、無線制御部（セ
クタ２）４３ｂと、無線制御部（セクタ３）４４ｂとから構成される。また、基地局１１
－Ｃは、ＢＢＵ４１ｃと、無線制御部（セクタ１）４２ｃと、無線制御部（セクタ２）４
３ｃと、無線制御部（セクタ３）４４ｃとから構成される。なお、通常、上位制御装置Ｍ
ＭＥ５１は、主として、ユーザ認証やページング、他システムとの相互接続用として用い
られる。
【００３５】
　図５は、図２に示す無線基地局を、Ｘ２インターフェイスを介して、相互接続したシス
テムを示す図である。図５に示すシステムは、基地局９－Ａ、１０－Ｂ、１１－Ｃを、Ｘ
２と呼ばれるインターフェイスＮ２（以下、Ｘ２インターフェイスＮ２という。）を用い
て、上位制御装置ＭＭＥ５１を介さずに直接接続して構成されている。なお、Ｘ２インタ
ーフェイスＮ２は、隣接し合う基地局間におけるプロトコルであり、ヘッダ圧縮やパケッ
ト管理、ハンドオーバ制御に用いる基地局間の制御信号を直接やりとりするのに用いるイ
ンターフェイスである。
【００３６】
　（３）無線基地局の障害時の通信確保処理
　次に、上記のように構成された、無線通信システム３１の動作として、無線基地局の障
害時の通信確保処理を説明する。ここで、無線通信システム３１が、図５に示されるよう
な、Ｘ２インターフェイスＮ２によって無線基地局が相互接続される構成であるとして、
動作を説明する。なお、無線基地局の障害時の通信確保処理として、「運用開始における
処理」、「基地局の障害発生時の処理」、「基地局の障害発生後の他基地局による応急的
な通信確保処置（以下、「仮復旧」という。）」、「障害を発生した基地局の障害解消後
の処理（以下、「復旧」という。）」という過程を経るものとして説明を行う。
【００３７】
　＜無線通信システム３１の運用開始時における処理＞
　まず、無線通信システム３１の運用開始時において、基地局は、以下のようにして、自
基地局および自基地局に隣接する全ての基地局について、該隣接する基地局に障害が起き
た場合に該基地局のサービスエリアを確保するために、自基地局が使用する使用周波数帯
や送信出力等のパラメータを障害発生時パラメータリスト４１３ａに格納する処理を、予
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め行う。
【００３８】
　例えば、基地局１０－Ｂ（一の基地局）および該基地局１０－Ｂに隣接する基地局が、
上述したパラメータを障害発生時パラメータリスト４１３ａに格納する場合の処理につい
て考察する。まず、基地局１０－Ｂは、図１（ａ）に示すように、セル端部において分割
帯域Ｂを使用するように設定する。一方、基地局１０－Ｂに隣接する基地局は、セル端部
において分割帯域ＡまたはＣを使用するように設定する。後述するように、基地局１０－
Ｂに隣接する基地局は、上記の基地局１０－Ｂに障害が発生した場合に、分割帯域Ｂの送
信出力を上昇させて無線通信を行う処理を自動的に行うように設定する。これによって、
基地局１０－Ｂに隣接する基地局は、後述するように、隣接する基地局間で干渉を起こす
ことなく、かつ、分割帯域Ａの周波数利用率としての、ユーザ当たりのリソースブロック
ＲＢ数の減少を回避しつつ、該障害時に基地局１０－Ｂのサービスエリアの確保をするこ
とができる。
【００３９】
　このとき、後述するように、セル端部において分割帯域Ａを使用する基地局である基地
局１５－Ａ、９－Ａ、６－Ａは、隣接する基地局の障害時に自基地局に設定する最適なパ
ラメータを、障害発生時パラメータリスト４１３ａに格納する。
障害発生時パラメータリスト４１３ａは、基地局毎に、図７に示すように、該基地局に隣
接する基地局に対応して、障害発生時に、指向性送信を行う方向を示すセクタ情報、送信
レベルを変更する分割周波数帯情報及び変更する送信レベル値情報を格納する。なお、図
７に示す障害発生時パラメータリスト４１３ａは基地局１５－Ａにおいて格納されるもの
であり、該基地局１５－Ａに隣接する基地局である、基地局１０－Ｂ、１１－Ｃ、１６－
Ｂ、１９－Ｃ、１８－Ｂ、１４－Ｃの障害発生時に、自基地局１５－Ａに設定されるべき
上記各情報を格納する。また、基地局は、上述した送信レベル値情報として、後述するよ
うに、送信レベル変更に伴って干渉が生じない値を予めシミュレーション等によって算出
しておく。
【００４０】
　＜無線通信システム３１における障害発生から仮復旧状態までにおける処理＞
　次に、図６～図８を参照して、無線通信システム３１における障害発生から仮復旧状態
までにおける処理を説明する。
【００４１】
　まず、基地局１０－Ｂにおいて障害が発生して無線通信システムによるサービスが利用
できなくなった場合（ステップＳ１００１）、基地局１０－Ｂは、隣接する基地局１５－
Ａ、９－Ａ、６－Ａに、自基地局１０－Ｂの障害発生による通信不可状態を、Ｘ２インタ
ーフェイスＮ２を介して通知する。
【００４２】
　一方、基地局１０－Ｂに隣接する基地局１５－Ａは、上述した障害発生による通信不可
状態を、Ｘ２インターフェイスＮ２を介して基地局１０－Ｂから受信すると（ステップＳ
１００２）、障害発生時パラメータリスト４１３ａから、基地局１０－Ｂの障害時の各情
報を読み出す（ステップＳ１００３）。そして、読み出された各情報に基づいて設定値を
設定する（ステップＳ１００６）。
【００４３】
　ここで、本発明における、無線通信システム３１における基地局Ｂ－１０の障害発生時
の送信出力設定を、図８（ａ）～（ｄ）に示す。図８（ａ）に示すような基地局１０－Ｂ
の障害発生に伴い、基地局１５－Ａは、図７に示す障害発生時パラメータリスト４１３ａ
から読み出された情報に基づいて、図８（ｂ）～（ｄ）に示すように、分割帯域Ｂの出力
レベルを設定出力値まで上昇させつつ、図２（ａ）に示すセクタ１における方向へ指向性
送信を行う。また、基地局９－Ａは、分割帯域Ｂの出力レベルを設定出力値まで上昇させ
つつ、図２（ａ）に示すセクタ２における方向へ指向性送信を行う。また、基地局６－Ａ
は、分割帯域Ｂの出力レベルを設定出力値まで上昇させつつ、図２（ａ）に示すセクタ３
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における方向へ指向性送信を行う。これにより、基地局１０－Ｂの障害発生が生じても、
隣接する基地局が、分割帯域Ｂの出力レベルを設定出力値まで上昇させることによって、
基地局１０－Ｂのサービスエリアを確保する。以上のような設定値の設定の完了をもって
、上述した仮復旧状態となる（ステップＳ１００７）。
【００４４】
　なお、上記のような設定出力値は、他の基地局との干渉を回避するために、例えば、図
８（ａ）に示すように、隣接するセルと、該隣接するセルと送信方向についてさらに隣接
するセルとの境界に到達する送信波の出力レベルとする。例えば、基地局１５－Ａにおい
ては、基地局１０－Ｂに障害が発生した場合の設定出力値を２０ｄＢｍとする。
【００４５】
　ここで、図８（ａ）を参照して、基地局１０－Ｂに障害が発生したときに、隣接する基
地局１５－Ａの送信出力の上昇によって基地局１０－Ｂのサービスエリアを確保する場合
、基地局１５－Ａは、いずれの分割帯域の送信出力用を上昇させるように設定すべきであ
るかについて考察する。基地局１５－Ａは、基地局１０－Ｂの方向について、分割帯域Ｃ
を使用する基地局１１－Ｃに隣接している。そのため、基地局１５－Ａは、自基地局１５
－Ａが通信確保の処理のために送信出力を上昇させる分割帯域を、基地局１１－Ｃとの干
渉を避けるという見地から、分割帯域ＡもしくはＢと設定することになる。しかしながら
、帯域を分割して用いるシステムにおいては、分割帯域Ａ～Ｃのうち、分割帯域Ａが優先
的に使用されることもある。そのため、基地局１５－Ａの分割帯域Ａを、基地局１０－Ｂ
のサービスエリアの確保に使用した場合、優先的に使用されている該分割帯域Ａに割り当
てられるユーザ数が増加し、１ユーザ当たりに割り当てることができるリソースブロック
ＲＢの数が減少してしまう。そこで、該基地局１５－Ａは、自基地局１５－Ａが基地局１
０－Ｂのサービスエリアの確保の処理に使用する分割帯域を分割帯域Ｂと設定する。それ
によって、基地局は、隣接する基地局の障害によって、自基地局において１ユーザ当たり
に割り当てることができるリソースブロックＲＢの数が減少することを回避しつつ、隣接
する基地局との干渉を避けることができる。
【００４６】
　＜無線通信システム３１における仮復旧状態から復旧状態までにおける処理＞
　次に、図６に戻って、無線通信システム３１における仮復旧状態から復旧状態までにお
ける処理を説明する。
【００４７】
　まず、基地局１０－Ｂにおいて障害が解消して無線通信システムによるサービスが利用
できるようになった場合（ステップＳ１００８）、基地局１０－Ｂは、隣接する基地局１
５－Ａ、９－Ａ、６－Ａに、自基地局１０－Ｂの障害解消による通信復旧状態を、Ｘ２イ
ンターフェイスＮ２を介して通知する。
【００４８】
　一方、基地局１０－Ｂに隣接する基地局１５－Ａは、上述した障害解消による通信復旧
状態を、Ｘ２インターフェイスＮ２を介して基地局１０－Ｂから受信すると（ステップＳ
１００９）、仮復旧状態の前の設定値を読み出し（Ｓ１０１０）、読み出した設定値に基
づいて設定値を設定する（ステップＳ１０１１）。以上のような設定値の設定の完了をも
って、復旧状態となる（ステップＳ１０１２）。
【００４９】
　（４）実施形態の効果
　本実施形態においては、ＢＢＵ４１は、基地局Ｂ－１０の障害が発生した場合に、基地
局１５－Ａに、基地局Ｂ－１０へ向かうセクタ１における方向へ指向性送信を行わせる。
これにより、障害が起こった基地局に向かう方向以外の方向における基地局１５－Ａの送
信出力を抑制することができる。すなわち、障害が起こった基地局付近以外の領域におけ
る干渉を避けることができる。
【００５０】
　また、本実施形態においては、複数の基地局がＸ２インターフェイスＮ２を介して互い
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に接続され、基地局１５－Ａが、基地局１０－Ｂの障害を検出して、基地局１０－Ｂがセ
ル端部で使用していた分割帯域Ｂの送信出力を上昇させる。これにより、複数の基地局を
制御する上位制御装置を設けることなく接続して、互いに、障害時のサービスエリアの確
保を行うことができる。すなわち、基地局のシステムを簡略化することができる。
【００５１】
　また、本実施形態においては、基地局１５－Ａが、基地局１０－Ｂの障害を検出して、
基地局１０－Ｂが、少なくとも、セル端部で使用していた分割帯域Ｂ、上昇させる送信出
力レベル、指向性送信の方向のいずれかを特定する。これにより、互いに障害時のサービ
スエリアの確保を行うさいの設定変更を自動的に行うことができる。すなわち、基地局の
設定変更時の処理を迅速化することができる。
【００５２】
　また、本実施形態においては、複数の基地局を制御する上位制御装置ＭＭＥ５１が一の
基地局の障害を検出して他の基地局にサービスエリアの確保を行わせる。これにより、複
数の基地局を制御する上位制御装置ＭＭＥ５１を設けて、該制御装置ＭＭＥ５１によって
、基地局を一括管理することができる。すなわち、複数の基地局を一括管理するシステム
においても、互いに障害時のサービスエリアの確保を行うことができる。
【００５３】
　また、本実施形態においては、ＢＢＵ４１は、基地局１０－Ｂの障害が解消したことを
検出した場合に、少なくとも、基地局１５－Ａの送信出力レベルを元に戻させる。これに
より、障害が起こった基地局１０－Ｂの障害が解消されたことに応じて、基地局１５－Ａ
によるサービスエリアの確保といった応急処置を中止して通常の状態に復帰させることが
できる。
【００５４】
　　（Ａ）その他の実施形態
　上記のように、本発明は実施形態によって記載したが、この開示の一部をなす論述及び
図面はこの発明を限定するものであると理解すべきではない。この開示から当業者には様
々な代替実施形態、実施例及び運用技術が明らかとなる。
【００５５】
　上記実施形態では、本発明に係る無線通信システムとして、次世代高速通信規格である
ＬＴＥシステムを例示して説明したが、これに限らず、ＷｉＭＡＸ等、マルチキャリア通
信を採用した他の通信規格を用いる無線通信システムであれば本発明を適用することが可
能である。
【００５６】
　また、上記実施形態では、本発明に係る無線通信システムを構成する複数の基地局のう
ち、一の基地局に障害が発生した場合における仮復旧状態および復旧状態への移行の処理
を例示して説明したが、これに限らず、複数の基地局に障害が発生した場合も、障害が発
生した基地局に隣接する基地局によって、同様に、仮復旧状態および復旧状態への移行す
ることが可能である。
【００５７】
　また、上記実施形態では、図５に示すように、複数の基地局がＸ２インターフェイスＮ
２を介して、直接、相互接続されて、一の基地局が、他の基地局の障害を検出して、該他
の基地局のサービスエリアの確保を行う無線通信システムを例示した。しかしながら、上
述したような基地局１０－Ｂのサービスエリアの確保を行う無線通信システムを、図４に
示すように、複数の基地局をＳ１インターフェイスＮ１を介して上位制御装置ＭＭＥ５１
に相互接続して構成し、該上位制御装置ＭＭＥ５１が、所定の基地局に隣接する他の基地
局の障害発生を検出して、下記のようにして、該所定の基地局に、該他の基地局のサービ
スエリアの確保を行わせる制御をするようにしてもよい。すなわち、上位制御装置ＭＭＥ
５１に、該他の基地局に関連して、障害発生時に通信エリアのカバーを行わせる候補の基
地局の情報として該所定の基地局の情報を記憶する障害対策基地局情報記憶部を設ける。
【００５８】
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　そして、上位制御装置ＭＭＥ５１が、障害が発生した他の基地局を特定した後に、障害
対策基地局情報記憶部によって、該特定された他の基地局の情報から、通信エリアのカバ
ーを行わせる候補の基地局を特定して、障害が発生した基地局がセル端部で使用していた
分割帯域と同一の帯域について、候補として特定した所定の基地局の送信レベルを上昇さ
せることによって、通信エリアのカバーを行わせるようにしてもよい。
【００５９】
　この場合においても、障害発生時パラメータを、障害発生の基地局に対応してサービス
エリアの確保を行わせるべき他の基地局を指定し、かつ、該他の基地局に適切な設定値を
設定する仕様に適合させる必要があることは当然である。
【００６０】
　このように本発明は、ここでは記載していない様々な実施形態等を包含するということ
を理解すべきである。したがって、本発明はこの開示から妥当な特許請求の範囲の発明特
定事項によってのみ限定されるものである。
【符号の説明】
【００６１】
　１－Ａ、２－Ｂ、３－Ｃ、４－Ａ、５－Ｃ、６－Ａ、７－Ｂ、８－Ｃ、９－Ａ，１０－
Ｂ、1１－Ｃ、1２－Ａ、1３－Ｂ、1４－Ｃ、1５－Ａ、1６－Ｂ、1７－Ａ、１８－Ｂ、1９
－Ｃ・・・基地局、３1・・・無線通信システム、４1、４１ａ、４１ｂ、４１ｃ・・・Ｂ
ＢＵ（Base Band Unit）、４１１・・・回線制御部、４１２・・・主制御部、４１３・・
・管理データ部、４１３ａ・・・障害発生時パラメータリスト、４２、４２ａ、４２ｂ、
４２ｃ・・・無線制御部（セクタ１）、４３、４３ａ、４３ｂ、４３ｃ・・・無線制御部
（セクタ２）、４４、４４ａ、４４ｂ、４４ｃ・・・無線制御部（セクタ３）、５1・・
・ＭＭＥ（Mobility Management Entity）、Ｎ１・・・Ｓ１インターフェイス、Ｎ２・・
・Ｘ２インターフェイス、ＲＢ・・・リソースブロック（Resource Block）

【図１】 【図２】

【図３】
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